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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第63期
第３四半期
連結累計期間

第64期
第３四半期
連結累計期間

第63期
第３四半期
連結会計期間

第64期
第３四半期
連結会計期間

第63期

会計期間

自　平成21年
４月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成22年
４月１日

至　平成22年
12月31日

自　平成21年
10月１日

至　平成21年
12月31日

自　平成22年
10月１日

至　平成22年
12月31日

自　平成21年
４月１日

至　平成22年
３月31日

売上高 （百万円） 95,168 91,132 33,530 32,396 124,297

経常利益 （百万円） 3,677 1,648 1,112 761 3,990

四半期（当期）純利益 （百万円） 2,224 887 669 446 2,429

純資産額 （百万円） ― ― 31,655 32,024 32,019

総資産額 （百万円） ― ― 61,834 62,380 58,369

１株当たり純資産額 （円） ― ― 1,195.191,209.191,208.97

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 83.99 33.53 25.28 16.85 91.74

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 （％） ― ― 51.2 51.3 54.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 2,884 204 ― ― 5,238

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △824 △2,499 ― ― △1,430

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,330 2,407 ― ― △4,212

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） ― ― 900 877 764

従業員数 （名） ― ― 517 513 508

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容

について重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（名） 513（101）

　（注）１　従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時従業員数は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しておりま

す。

２　臨時従業員には、契約、顧問、嘱託、パートタイマー及びアルバイト従業員を含み、派遣社員を除いております。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（名） 399（76）

　（注）１　従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業

員数は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２　臨時従業員には、契約、顧問、嘱託、パートタイマー及びアルバイト従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当第３四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。　

　
セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同四半期比（％）

飼料 26,459 ―

コンシューマー・プロダクツ　 988 ―

合計 27,447 ―

　（注）１　金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　上記以外、その他において肥料の生産がありますが、僅少のため省略しております。

 　

(2）受注状況

当第３四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 受注高（百万円）
前年同四半期比
（％）　

受注残高（百万円）
前年同四半期比
（％）　

その他 399 － 241 －

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　受注生産を行っているのは畜産用機器事業のみであり、その他の区分に含まれております。

 　

(3）販売実績

当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　
セグメントの名称 販売高（百万円） 　前年同四半期比（％）

飼料 26,725 ―

コンシューマー・プロダクツ 4,159 ―

不動産賃貸 106 ―

報告セグメント計 30,991 ―

その他 1,404 ―

合計 32,396 ―

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　セグメント間の取引は、相殺消去しております。

３　前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間の販売実績において100分の10以上の相手先はあ

りません。

EDINET提出書類

中部飼料株式会社(E00439)

四半期報告書

 4/31



２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業

年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結は行われておりませ

ん。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。　

(1）業績の状況　　

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国の経済成長や政府の経済対策を背景に、

輸出の増加や企業業績の改善など回復の兆しが見られます。しかしながら、海外景気の下振れ懸念、

厳しい雇用情勢や個人消費の減速懸念など、景気の先行きは依然として不透明な状況となっており

ます。

飼料業界におきましては、主原料のとうもろこし価格が夏場まで概ね安定して推移しましたが、ロ

シアの麦類禁輸措置や米国の単収低下による生産量減少など需給が逼迫し、原料価格が上昇しまし

た。当社を含む飼料メーカー各社は、前期の第４四半期から２度の値下げを行ったため、当第３四半

期連結会計期間の飼料平均販売価格は前年同四半期を下回っております。原料価格が上昇するなか、

販売価格が上がっていないため、飼料メーカーには厳しい状況となっております。

このような状況のなか、当社グループは、新たな市場開拓はもとより顧客の要望に合致した新製品

の開発、積極的な販売活動の推進による売上拡大を図る一方、生産性向上、経費の削減などにより業

績の向上に努めてまいりました。

その結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高323億96百万円（前年同四半期比3.4％

減）、営業利益７億20百万円（同37.2％減）、経常利益７億61百万円（同31.6％減）、四半期純利益

４億46百万円（同33.4％減）となりました。

主力の畜水産飼料の販売量が前年同四半期を2.0％下回り、平均販売価格も前年同四半期を下

回ったため、売上高は、前年同四半期比3.4％減の323億96百万円となりました。営業利益は、生産性向

上活動によるコストダウン、飼料価格安定基金負担金の減少があったものの、原料ポジションが大幅

に悪化したため、前年同四半期比37.2％減の７億20百万円となりました。四半期純利益は、前年同四

半期比33.4％減の４億46百万円となりました。 

セグメントの業績につきましては、売上高は、飼料267億25百万円、コンシューマー・プロダクツ41

億59百万円、不動産賃貸１億６百万円、その他14億４百万円、セグメント利益は、飼料４億20百万円、

コンシューマー・プロダクツ１億39百万円、不動産賃貸77百万円、その他91百万円であります。　

　

(2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ40億11百万円増加の623

億80百万円となりました。流動資産は364億62百万円となり、前連結会計年度末に比べ35億71百万円

増加しました。これは主に四半期末が金融機関の休日であったことに伴い受取手形及び売掛金が42

億62百万円増加し、たな卸数量の減少に伴い原材料及び貯蔵品が４億83百万円減少したことに
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よるものであります。固定資産は259億18百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億39百万円増加

しました。これは主にシステム投資に伴い無形固定資産が15億32百万円増加し、建物及び構築物が２

億70百万円、機械装置及び運搬具が６億12百万円、建設仮勘定が２億98百万円減少したことによるも

のであります。

当第３四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ40億７百万円増加の303億

56百万円となりました。流動負債は250億46百万円となり、前連結会計年度末に比べ40億78百万円増

加しました。これは主に支払手形及び買掛金が22億２百万円、短期借入金（１年内返済予定の長期借

入金を含む）が27億48百万円増加し、未払法人税等が10億21百万円減少したためであります。固定負

債は53億10百万円となり、前連結会計年度末に比べ71百万円減少しました。

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ４百万円増加の320億24

百万円となりました。これは主に利益剰余金が４億64百万円増加し、繰延ヘッジ損益が３億86百万円

減少したためであります。

総資産が増加したため、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ3.6ポイント低下の51.3％となり

ました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、８億77百

万円となり、第２四半期連結会計期間末より１億13百万円減少しました。当第３四半期連結会計期間

における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は３億81百万円（前年同四半期７億69百万円の資金獲得）となりま

した。主な資金獲得の要因は、税金等調整前四半期純利益７億60百万円及び減価償却費６億32百万円

の計上、仕入債務の増加32億80百万円であります。一方、主な資金使用の要因は、売上債権の増加52億

34百万円、法人税等の支払額３億39百万円であります。　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は７億38百万円（前年同四半期比22百万円増加）となりました。こ

れは主に固定資産の取得による支出６億16百万円によるものであります。　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は10億６百万円（前年同四半期比８億50百万円増加）となりまし

た。これは主に借入金の増加が純額で12億19百万円、配当金の支払額２億12百万円によるものであり

ます。　

　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題　

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。

　

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めてお

り、その内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　

当社は、平成20年５月１日開催の取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配

する者の在り方に関する基本方針について、決議いたしました。その内容は以下のとおりでありま

す。　
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１．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取

引を尊重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいて

は株主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありませ

ん。また、最終的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべき

だと考えています。

しかしながら、当社の経営にあたっては、飼料業界及び畜産業界における幅広いノウハウと豊富な

経験ならびに顧客・取引先及び従業員等のステークホルダーとの間に築かれた関係等への十分な理

解が不可欠であります。株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な

関係を保ち続けることができない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の

利益を損なうおそれのあるものや、当社グループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あ

るいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供されないものもありえま

す。そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者として、株主の皆様のた

めに、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えてい

ます。

　

２．会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み

当社では、多くの投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資していただくため、当社グループの

企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための取組みとして、以下の取組みを実施しており

ます。これらの取組みは、本基本方針の実現に資するものと考えております。

(1) 当社経営基本方針

当社は、昭和24年の設立以来「顧客の要求を見つけだしこれを満たす」という社訓を原点に企業

としての社会的責任を全うし、飼料を通じて食生活に潤いと安全・安心をお届けし、価値の創造、需

要の掘り起こしを図っております。

(2) 当社経営基本方針を実現するための取組み

当社は、経営理念を具現化するため、下記に取組んでおります。

　①　顧客の要望（安全・安心）を満たす工場展開を推進する。

　②　自社工場の特性ある設備で特性ある製品の提供を行い顧客に貢献する。

　③　顧客の多彩な要望に応える商品開発のため、研究技術力の向上を図る。

　

３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

防止するための取組み　

当社は、平成20年６月27日開催の第61期定時株主総会において株主の皆様の承認を受け、買

収防衛策を導入いたしました。

(1) 買収防衛策導入の目的

当社取締役会は、当社株式に対する大規模買付行為が行われた際に、買付に応じるべきか否かを、

株主の皆様に判断していただき、また当社取締役会が代替案を提案するために必要な時

間を確保し、株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とすることで、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益に反する大規模買付行為を抑止できる体制を平時において整えておく

ことが不可欠との結論に至りました。
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(2）大規模買付ルールの内容

大規模買付ルールとは、（ａ）大規模買付者に対して、事前に当社取締役会に対し必要かつ十分

な情報の提供を求め、（ｂ）大規模買付行為につき当社取締役会による一定の評価期間を確保した

上で、株主の皆様に当社取締役会の事業計画や代替案等を提示したり、大規模買付者との交渉・協議

等を行っていくための手続です。その概要は以下のとおりです。

①　対象となる大規模買付行為

特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、又

は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為といたしま

す。

②　意向表明書の事前提出

大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社代表取締役宛に、大規模買

付ルールに従う旨の誓約及び意向表明書をご提出いただきます。

③　情報の提供

取締役会は、上記②の意向表明書を受領した日の翌日から起算して10営業日以内に、大規模買付

者に対し、株主の皆様の判断及び取締役会としての意見形成のために取締役会に対して提供して

いただくべき必要かつ十分な情報のリストを交付します。

④　当社の意見の通知・開示

取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が取締役会に対し本必要情

報の提供を完了した日の翌日から起算して60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付によ

る当社全株式を対象とする大規模買付行為の場合）又は90日間（その他の大規模買付行為の場

合）を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間として与えられるべき

ものと考えます。

取締役会評価期間中、取締役会は独立の外部専門家等の助言を受けながら、提供された本必要情

報を十分に評価・検討し、取締役会としての意見をとりまとめます。

また、必要に応じ大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、取締

役会として株主の皆様に対し代替案を提示することもあります。

(3) 大規模買付行為が行われた場合の対応方針

①　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、取締役会は、仮に当該大規模買付行為に

反対であったとしても、当該大規模買付行為についての反対意見を表明したり、代替案を提示する

ことにより株主の皆様を説得するにとどめ、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置は

とりません。

大規模買付行為に応じるか否かは、株主の皆様において、当該大規模買付行為及び当社が提示す

る大規模買付行為に対する意見、代替案等をご考慮の上、ご判断いただくことになります。

②　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、具体的な買付方法の如何にかかわら

ず、取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、新株予約権の

無償割当等、会社法その他の法律及び当社定款が認める対抗措置をとることがあります。

(4) 株主・投資家に与える影響

①　大規模買付ルールが株主・投資家に与える影響

大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要

な情報や、現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、株主の皆様が代替案の提

示を受ける機会を確保することを目的としています。これにより株主の皆様は、十分な情報のもと

で、大規模買付行為に応じるか否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが

当社の企業価値ひいては株主共同の利益の保護につながるものと考えます。従いまして、大規模
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買付ルールの設定は、株主及び投資家の皆様が適切な投資判断を行う上での前提となるものであ

り、株主及び投資家の皆様の利益に資するものであると考えております。

②　対抗措置発動時に株主及び投資家の皆様に与える影響

対抗措置の発動時には、大規模買付者等以外の株主の皆様が、法的権利又は経済的側面において

格別の損失を被るような事態は想定しておりません。

(5) 有効期間、継続、廃止及び変更

買収防衛策の有効期間は、平成20年６月27日開催の第61期定時株主総会終了後３年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとし、継続（一部修正した

上での継続を含む。）については別途平成23年６月に開催予定の当社定時株主総会の承認を経るこ

ととします。

但し、有効期間の満了前であっても、（ａ）当社株主総会において買収防衛策を変更又は廃止する

旨の決議が行われた場合、又は（ｂ）当社取締役会において買収防衛策を廃止する旨の決議が行わ

れた場合には、当該決議に従いその時点で変更又は廃止されるものとします。

(6) 具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

買収防衛策は当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって

導入されたものであり、当社の基本方針に沿うものであります。特に、買収防衛策は、平成20年６月27

日開催の第61期定時株主総会において株主の皆様のご意思をお諮りしたこと、その内容として買収

防衛策発動に関する合理的な客観的要件が設定されていることなどにより、その公正性・客観性が

担保されており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の

地位の維持を目的とするものではありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は１億91百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。
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第３ 【設備の状況】

(1）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却、売却等

の計画はありません。　 

なお、前四半期連結会計期間末に計画中であった八戸工場の原料加工設備は平成22年10月より稼動

しており、北海道工場の原料加工設備は平成23年２月より稼動する見込みであります。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

　

①【株式の総数】

　
種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 26,535,508 26,535,508

東京証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

 100株（注）

計 26,535,508 26,535,508 ― ―

（注）平成22年４月16日開催の取締役会決議に基づき、平成22年７月１日より単元株式数を1,000株から100株に変更し

ております。

　

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　　

　

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
─ 26,535 ─ 2,695 ─ 2,294
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(6)【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において大株主の異動はありません。　　

　

(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式（自己株式等） ─ ― ─

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　　51,500
―

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　　26,453,000 264,530 同上

単元未満株式 普通株式　　　　31,008 ― 同上

発行済株式総数 26,535,508 ― ―

総株主の議決権 ― 264,530 ―

　

②【自己株式等】

　 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

中部飼料株式会社

愛知県知多市北浜町

14番地６
51,500 ― 51,500 0.19

計 ― 51,500 ― 51,500 0.19

　(注)　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式1,000株（議決権10個）があります。

なお、当該株式数は、上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含まれております。
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 864 832 659 659 597 572 544 525 602

最低（円） 810 607 625 580 527 523 471 471 504

（注）株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はあ

りません。 
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しておりま

す。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四

半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸

表規則に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び

当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21

年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表については、監査法人朝見会計事務所により四半

期レビューを受け、当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及

び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表については、名古屋監査法人により四半期レビューを受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人朝見会計事務所は、平成22年７月１日付を

もって、名称を名古屋監査法人に変更しております。　 
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 887 774

受取手形及び売掛金 ※3
 27,720 23,457

商品及び製品 1,632 1,472

仕掛品 619 487

原材料及び貯蔵品 4,249 4,733

その他 1,707 2,291

貸倒引当金 △354 △327

流動資産合計 36,462 32,890

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,933 7,203

機械装置及び運搬具（純額） 4,925 5,538

工具、器具及び備品（純額） 699 590

土地 7,137 7,137

建設仮勘定 780 1,078

有形固定資産合計 ※1
 20,475

※1
 21,548

無形固定資産 1,720 188

投資その他の資産

投資有価証券 2,205 2,060

長期貸付金 749 762

その他 1,324 1,287

貸倒引当金 △555 △368

投資その他の資産合計 3,722 3,742

固定資産合計 25,918 25,478

資産合計 62,380 58,369
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,424 9,222

短期借入金 9,300 6,200

1年内返済予定の長期借入金 1,280 1,632

未払法人税等 229 1,251

賞与引当金 176 359

役員賞与引当金 － 59

その他 2,634 2,242

流動負債合計 25,046 20,967

固定負債

長期借入金 2,815 2,731

退職給付引当金 353 340

資産除去債務 159 －

負ののれん 241 308

その他 1,741 2,002

固定負債合計 5,310 5,381

負債合計 30,356 26,349

純資産の部

株主資本

資本金 2,695 2,695

資本剰余金 2,353 2,353

利益剰余金 26,986 26,522

自己株式 △34 △34

株主資本合計 32,000 31,537

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 280 352

繰延ヘッジ損益 △256 130

評価・換算差額等合計 23 482

純資産合計 32,024 32,019

負債純資産合計 62,380 58,369
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　(2)【四半期連結損益計算書】
　　【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 95,168 91,132

売上原価 83,001 82,029

売上総利益 12,167 9,103

販売費及び一般管理費

運賃 1,814 1,796

飼料価格安定基金負担金 2,934 1,841

賞与引当金繰入額 396 265

貸倒引当金繰入額 135 133

その他 3,280 3,446

販売費及び一般管理費合計 8,561 7,483

営業利益 3,605 1,619

営業外収益

受取利息 26 19

受取配当金 51 53

負ののれん償却額 67 67

保管料収入 131 136

その他 93 78

営業外収益合計 369 355

営業外費用

支払利息 103 76

貸倒引当金繰入額 70 115

保管料原価 110 119

その他 11 15

営業外費用合計 296 327

経常利益 3,677 1,648

特別利益

固定資産売却益 5 －

投資有価証券売却益 1 40

特別利益合計 7 40

特別損失

固定資産除売却損 24 19

投資有価証券売却損 4 －

投資有価証券評価損 － 57

ゴルフ会員権売却損 － 0

ゴルフ会員権評価損 1 1

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 137

特別損失合計 30 215

税金等調整前四半期純利益 3,654 1,472

法人税、住民税及び事業税 1,473 555

法人税等調整額 △44 28

法人税等合計 1,429 584

少数株主損益調整前四半期純利益 － 887

四半期純利益 2,224 887
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　　【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 33,530 32,396

売上原価 29,402 29,092

売上総利益 4,128 3,303

販売費及び一般管理費

運賃 646 647

飼料価格安定基金負担金 997 624

賞与引当金繰入額 68 13

貸倒引当金繰入額 152 35

その他 1,116 1,262

販売費及び一般管理費合計 2,980 2,583

営業利益 1,147 720

営業外収益

受取利息 7 5

受取配当金 16 17

負ののれん償却額 22 22

保管料収入 45 45

その他 17 19

営業外収益合計 110 110

営業外費用

支払利息 31 23

貸倒引当金繰入額 70 －

保管料原価 40 39

その他 3 5

営業外費用合計 145 68

経常利益 1,112 761

特別利益

固定資産売却益 0 －

投資有価証券評価損戻入益 － 5

貸倒引当金戻入額 － 7

特別利益合計 0 12

特別損失

固定資産除売却損 9 12

ゴルフ会員権売却損 － 0

ゴルフ会員権評価損 1 1

特別損失合計 10 13

税金等調整前四半期純利益 1,102 760

法人税、住民税及び事業税 365 228

法人税等調整額 67 85

法人税等合計 433 313

少数株主損益調整前四半期純利益 － 446

四半期純利益 669 446
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　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,654 1,472

減価償却費 1,728 1,706

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 137

負ののれん償却額 △67 △67

賞与引当金の増減額（△は減少） △113 △183

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △51 △59

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10 13

貸倒引当金の増減額（△は減少） 206 248

受取利息及び受取配当金 △77 △72

支払利息 103 76

為替差損益（△は益） － 5

投資有価証券売却損益（△は益） 2 △40

投資有価証券評価損益（△は益） － 57

ゴルフ会員権売却損益（△は益） － 0

ゴルフ会員権評価損 1 1

固定資産除売却損益（△は益） 19 19

売上債権の増減額（△は増加） △3,062 △4,283

たな卸資産の増減額（△は増加） △233 192

仕入債務の増減額（△は減少） 2,494 2,179

その他 △302 320

小計 4,314 1,724

利息及び配当金の受取額 76 70

利息の支払額 △105 △82

法人税等の支払額 △1,400 △1,506

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,884 204

投資活動によるキャッシュ・フロー

貸付けによる支出 △188 △203

貸付金の回収による収入 739 105

有価証券の取得による支出 △28 △330

有価証券の売却による収入 38 50

固定資産の取得による支出 △1,431 △2,124

固定資産の売却による収入 22 －

その他の支出 △23 △18

その他の収入 45 23

投資活動によるキャッシュ・フロー △824 △2,499
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 14,000 14,700

短期借入金の返済による支出 △14,800 △11,600

長期借入れによる収入 500 1,000

長期借入金の返済による支出 △1,577 △1,268

自己株式の取得による支出 △2 △0

自己株式の売却による収入 0 －

配当金の支払額 △451 △423

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,330 2,407

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △269 112

現金及び現金同等物の期首残高 1,170 764

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 900

※
 877
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

会計処理基準に関する事項

の変更

（1）資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準

第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益はそれぞれ１百万円減

少しており、税金等調整前四半期純利益は１億39百万円減少しております。また、当会

計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は１億59百万円であります。

（2）連結財務諸表に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準

第22号　平成20年12月26日）を適用し、連結子会社の資産及び負債の評価方法を部分時

価評価法から全面時価評価法に変更しております。

これによる影響はありません。

　

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）　

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四

半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）　

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四

半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）
当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 42,679百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 41,295百万円

２　偶発債務

　取引先及び従業員に対し、次のとおり保証しておりま

す。

２　偶発債務

　取引先及び従業員に対し、次のとおり保証しておりま

す。

畜産ローン 5件 39百万円

得意先の金融機関借入保証 5 201 

従業員住宅ローン 1 2 

得意先の畜産機械リース等の

支払保証
9
 

85
 

計 20件 329百万円

畜産ローン 6件 32百万円

得意先の金融機関借入保証 5 214 

従業員住宅ローン 1 2 

得意先の畜産機械リース等の

支払保証
10
 

99
 

計 22件 348百万円

※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理をしております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の

休日であったため、次の満期手形が四半期連結会計期

間末残高に含まれております。　

受取手形 131百万円

──────

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年12月31日現在）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成22年12月31日現在）

現金及び預金勘定 900百万円

現金及び現金同等物 900百万円

　

現金及び預金勘定 887百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △10　

現金及び現金同等物  877百万円
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成

22年４月１日　至　平成22年12月31日）　
　

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式（株） 26,535,508

 

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式（株） 51,527

 

３　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 211 ８ 平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

平成22年11月１日

取締役会
普通株式 211 ８ 平成22年９月30日平成22年12月６日利益剰余金

 

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四

半期連結会計期間末後となるもの
　

該当事項はありません。　

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
飼料事業
（百万円）

畜産用
機器事業
（百万円）

不動産
賃貸事業
（百万円）

畜産物
事業

（百万円）

その他
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高    　     

(1）外部顧客に対する

　　売上高
 28,960 441 106 3,686 335 33,530 － 33,530

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 0 1 0 4 6 (6) －

計 28,960 442 108 3,686 340 33,537 (6) 33,530

営業利益 1,229 22 78 23 52 1,406 (259) 1,147

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）　

 
飼料事業
（百万円）

畜産用
機器事業
（百万円）

不動産
賃貸事業
（百万円）

畜産物
事業

（百万円）

その他
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高    　     

(1）外部顧客に対する

　　売上高
 82,8081,234 320 9,840 963 95,168 － 95,168

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 0 5 0 7 13 (13) －

計 82,8081,235 326 9,840 971 95,182 (13) 95,168

営業利益 3,964 34 233 32 117 4,383 (778) 3,605

　　（注）１　事業区分は製品・商品の種類及び性質を考慮した区分によっております。

２　各事業の主な製品

(1）飼料事業……………養鶏用、養豚用、養牛用及び養魚用飼料、ペットフード
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(2）畜産用機器事業……畜産用機器

(3）不動産賃貸事業……不動産賃貸

(4）畜産物事業…………畜産物等

(5）その他事業…………肥料等　

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）　

本邦以外の国又は地域に所在する在外支店及び連結子会社がないため、該当事項はありませ

ん。
　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する在外支店及び連結子会社がないため、該当事項はありませ

ん。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象

となっているものであります。

当社は、製品及び販売市場の類似性に基づいて事業部門を置き、各事業部門で包括的な戦

略を立案し、事業活動を展開しております。　

したがって、当社は、事業部門を基礎とした製品・販売市場別のセグメントから構成され

ており、「飼料」、「コンシューマー・プロダクツ」及び「不動産賃貸」の３つを報告セグ

メントとしております。

「飼料」は、畜産飼料等を製造販売しております。「コンシューマー・プロダクツ」は、消

費者向けの畜産物、ペットフードを製造販売しております。「不動産賃貸」は、倉庫等の賃貸

を行っております。　

なお、平成22年８月より組織を見直し、「コンシューマー・プロダクツ」の内容を変更し

ております。　

　

２　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他　

（注）１
合計　

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３　

飼料
コンシューマー・

プロダクツ

不動産
賃貸

計

売上高     　 　   

外部顧客への

売上高
75,86511,031 319 87,2153,91691,132 － 91,132

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

373 0 － 374 70 444 △444 －

計 76,23911,031 319 87,5903,98691,576　 △444 91,132

セグメント利益 1,045 330 229 1,605 272 1,877　 △405 1,472
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当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他　

（注）１
合計　

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３　

飼料
コンシューマー・

プロダクツ

不動産
賃貸

計

売上高     　 　   

外部顧客への

売上高
26,7254,159 106 30,9911,40432,396 － 32,396

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

142 0 － 143 4 147 △147 －

計 26,8684,159 106 31,1341,40932,543　 △147 32,396

セグメント利益 420 139 77 637 91 729　 30 760

（注）１　「その他」のセグメントは、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、畜産用機器等を含んでおり

ます。　 

２　セグメント利益の調整額には、各セグメントに配分していない以下のものが含まれております。

　 　 （単位：百万円）

　
当第３四半期

連結累計期間

当第３四半期

連結会計期間

　全社費用 △894 　△362

　金融収支 619 　188

資産除去債務会計基準の

適用に伴う影響額
△137 　－

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の税金等調整前四半期純利益と調整を行っております。　

　

（追加情報）　

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用しております。　
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,209円19銭 １株当たり純資産額 1,208円97銭

　

２　１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益 83円99銭 １株当たり四半期純利益 33円53銭

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

　　　　　ん。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（百万円） 2,224 887

普通株主に帰属しない金額（百万円）　 － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 2,224 887

期中平均株式数（株） 26,487,446 26,484,343

　

第３四半期連結会計期間
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益 25円28銭 １株当たり四半期純利益 16円85銭

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

　　　　　ん。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

　
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（百万円） 669 446

普通株主に帰属しない金額（百万円）　 － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 669 446

期中平均株式数（株） 26,486,501 26,484,134

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２ 【その他】

平成22年11月１日開催の取締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録

された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　２億11百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　８円00銭

③　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　平成22年12月６日　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
　　

該当事項はありません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書　
　

　

平成22年２月10日

中部飼料株式会社

取締役会　御中

　

監査法人　朝見会計事務所

　

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士 中　　田　　惠　　美　　㊞

　

　 業務執行社員 　 公認会計士 大　　西　　正　　己　　㊞

　

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中

部飼料株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日か

ら平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対

して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般

に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続

により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中部飼料株式会社及び連結子会社の平成

21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。　
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書　
　

　

平成23年２月９日

中部飼料株式会社

取締役会　御中

　

名古屋監査法人

　

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士 中　　田　　惠　　美　　㊞

　

　 業務執行社員 　 公認会計士 大　　西　　正　　己　　㊞

　

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中

部飼料株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日か

ら平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対

して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般

に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続

により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中部飼料株式会社及び連結子会社の平成

22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。　
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